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１．審議事項 品川区国民健康保険条例の一部改正

項目 条例の該当条文 改正内容 改正後 改正前

国民健康保険法改正
に伴う改正

第６条

国民健康保険法改正に
伴う、療養費等に関す
る引用条文の変更

法第36条第１項及び第54条の３第４項 法第36条第１項

第９条の２～４、
第９条の６

法第52条及び第54条の３第４項 法第52条

第９条の５
法第54条並びに第54条の３第４項及び第７項
から第９項まで

法第54条並びに第54条の３第３項から第５項まで

急患等の被保険者に
係る保険料の徴収猶
予の改正

第23条
厚生労働省通知に伴う
規定整備

６月(急患等として保険医療機関等を受診し
た被保険者に係る保険料の納付については、
当該被保険者の資力の活用が可能となるまで
の期間として１年)

６か月

国民健康保険法改正
に伴う改正

第25条

国民健康保険法改正に
伴う所要の規定整備

削除

区の区域内に住所を有するに至ったことにより、被
保険者の資格を取得した者について、被保険者証の
交付の要求があった場合においては、区は、その求
があった日から起算して３カ月を経過するまでの間
において当該被保険者証を交付するものとする。

第27条
法第９条第１項若しくは第５項の規定による
届出をせず、または虚偽の届出をしたものに
対し、

法第９条第１項若しくは第９項の規定による届出を
せず、もしくは虚偽の届出をし、または同条第３項
若しくは第４項の規定により被保険者証の返還を求
められてこれに応じないものに対し、

付則 付則
施行期日および経過措
置の制定

国民健康保険法の改正及び厚生労働省通知に伴い、品川区国民健康保険条例の一部改正を要する内容について
は、以下のとおりです。 （別紙１・別紙２ 参照）
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【参考資料】①国の方針等

国の方針等

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一
部を改正する法律」（令和５年６月９日法律第48号）が公布

今般の新型コロナウイルス感染症対策等の経験により、社会における抜本的なデ
ジタル化の必要性が顕在化している中で、デジタル社会の基盤であるマイナンバー、
マイナンバーカードについて国民の利便性向上等の観点から改正が行われました。

法施行後

（１）令和６年12月２日より被保険者証の新規交付を廃止

⇒すでに交付済みの被保険者証をお持ちの場合は、記載されている有効期限

（令和７年９月30日）まで有効

（２）マイナ保険証（マイナンバーカードと健康保険証の一体化）を保有している

被保険者に対しては、「資格情報のお知らせ」を交付します。

（３）マイナ保険証を保有しておらずオンライン資格確認を受けることができない

状況にある被保険者については「資格確認書」を交付します。 2



【参考資料】②マイナンバーカードと被保険者証の一体化に伴う区の対応

令和5年10月1日

（一斉更新）

令和5年10月1日

時点で被保険者の方

令和6年12月2日

（被保険者証廃止日）

令和7年9月30日

(発行済み被保険者証等の有効期限)

被保険者証

一斉更新後から

令和6年12月1日までに

資格取得する方
被保険者証

令和6年12月2日以降に

資格取得する方

被
保
険
者
証
の
新
規
発
行
終
了

(

再
交
付
も
不
可)

マイナ保険証
保有者

マイナ保険証
未保有者

資格情報の
お知らせ

資格確認書

加入者情報
のお知らせ

令和6年9月下旬発送

資
格
情
報
の
お
知
ら
せ
又
は
資
格
確
認
書
を
交
付

マイナ保険証
保有者

資格情報の
お知らせ

マイナ保険証
未保有者

資格確認書

※

※令和6年12月2日以降は、汚破損や券面情報(住所等)が変更になった場合でも、被保険者証は（再）交付しません。
資格情報のお知らせ又は資格確認書の交付となります。 3



【参考資料】③【様式】資格情報のお知らせ

★資格情報のお知らせとは？

⇒被保険者に関わる基本情報が記された書面です。具体的には、記号・
番号、氏名フリガナ、生年月日、適用(資格取得)年月日、負担割合等が
印字されています。

★何に使う？

⇒マイナ保険証を利用できない医療機関で、マイナ保険証と同時に提示
することで、保険診療が受けられるようになります。

また、マイナ保険証には、記号・番号や負担割合等の情報が記載され
ていません。健康保険の加入者情報はマイナポータルから確認すること
になりますが、「資格情報のお知らせ」が手元にあれば、マイナポータ
ルにアクセスしなくても健康保険証の情報が確認できます。

★資格情報のお知らせイメージ Ａ４サイズ
マイナ保険証を保有している被保険者に

交付します

この部分を切り取って携帯
していただくと便利です

※資格情報のお知らせだけで、
保険診療を受けることはできません

4



【参考資料】④【様式】資格確認書（カード型）

★資格確認書とは？

⇒マイナ保険証の代わりになるものです。被保険者証の廃止に伴い、医療機
関等を受診する際は、原則的にマイナ保険証を提示しますが、マイナンバー
カードを持っていない人や、持っていても保険証としての利用登録をしてい
ない人に対して資格確認書を交付します。

★サイズは？

⇒現行の被保険者証と同じカード型です。

★記載内容は？

⇒都の事務処理基準に基づき、現行の被保険者証と同じ項目に負担割合を追
加し記載する予定です。

マイナ保険証を保有していない被保険者に
交付します

★資格確認書イメージ カード型

※資格確認書で
保険診療を受けることができます
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【参考資料】⑤マイナ保険証の利用率

出典：厚生労働省 第180回社会保障審議会医療保険部会 資料2
6



【参考資料】⑤マイナ保険証の利用率

出典：厚生労働省 第180回社会保障審議会

医療保険部会 資料2

【品川区の現状】(7/10現在)

国民健康保険被保険者数

63,266人

マイナ保険証登録者

30,456人

登録者割合

48.14％

令和6年4月マイナ保険証利用率

9.10％

【参考 特別区全体】(7/10現在)

登録者割合

46.19％

令和6年4月のマイナ保険証利用率

7.74％
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２．報告事項 加入者情報のお知らせ発送について

全ての方に安心してマイナンバーカードを保険証として利用

いただけるよう、令和６年10月までに、原則すべての被保険者に
対して、医療保険者等の把握している加入者情報（個人番号の下
４桁を含む）を通知するよう、国から求められています。品川区
では、以下のように準備を進めています。

１．送付時期
特定記録郵便にて令和６年９月下旬に発送予定

※郵便事情によりお手元に届くまでに1週間から10日ほどかかる場合があります。

２．対象者
品川区国民健康保険被保険者 約50,000世帯

３．周知について
区広報紙９月１１日号、区ホームページに掲載

★加入者情報のお知らせイメージ Ａ４サイズ
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加入者情報のお知らせに同封するチラシ

２．報告事項 加入者情報のお知らせ発送について

＜表＞ ＜裏＞
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品川区国民健康保険条例 新旧対照表（案） 
新 旧 

第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 
（療養の給付の範囲） 
第６条 療養の給付の範囲は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。

以下「法」という。）第３６条第１項および第５４条の３第４項に定めると

ころによる。 

（療養の給付の範囲） 
第６条 療養の給付の範囲は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。

以下「法」という。）第３６条第１項に定めるところによる。 

第７条～第９条 （略） 第７条～第９条 （略） 
（入院時食事療養費） 
第９条の２ 入院時食事療養費の支給は、法第５２条および第５４条の３第４

項に定めるところによる。 

（入院時食事療養費） 
第９条の２ 入院時食事療養費の支給は、法第５２条に定めるところによる。 

（入院時生活療養費） 
第９条の３ 入院時生活療養費の支給は、法第５２条の２および第５４条の３

第４項に定めるところによる。 

（入院時生活療養費） 
第９条の３ 入院時生活療養費の支給は、法第５２条の２に定めるところによ

る。 
（保険外併用療養費） 
第９条の４ 保険外併用療養費の支給は、法第５３条および第５４条の３第４

項に定めるところによる。 

（保険外併用療養費） 
第９条の４ 保険外併用療養費の支給は、法第５３条に定めるところによる。 

（療養費） 
第９条の５ 療養費の支給は、法第５４条ならびに第５４条の３第４項および

第７項から第９項までの規定に定めるところによる。 

（療養費） 
第９条の５ 療養費の支給は、法第５４条および第５４条の３第３項から第５

項までの規定に定めるところによる。 
（訪問看護療養費） 
第９条の６ 訪問看護療養費の支給は、法第５４条の２および第５４条の３第

４項に定めるところによる。 

（訪問看護療養費） 
第９条の６ 訪問看護療養費の支給は、法第５４条の２に定めるところによる。 

第９条の７～第２２条の２ （略） 第９条の７～第２２条の２ （略） 
（徴収猶予） 
第２３条 区長は、保険料の納付義務者が次の各号のいずれかに該当すること

により、その納付すべき保険料の全部または一部を一時に納付することがで

きないと認める場合においては、その申請によつて、その納付することがで

きないと認められる金額を限度として、６月（急患等として保険医療機関等

を受診した被保険者に係る保険料の納付については、当該被保険者の資力の

活用が可能となるまでの期間として１年）以内の期間を限つて徴収猶予する

（徴収猶予） 
第２３条 区長は、保険料の納付義務者が次の各号のいずれかに該当すること

により、その納付すべき保険料の全部または一部を一時に納付することがで

きないと認める場合においては、その申請によつて、その納付することがで

きないと認められる金額を限度として、６カ月以内の期間を限つて徴収猶予

することができる。 
（１）納付義務者がその資産について震災、風水害、落雷、火災もしくはこ

別紙１ 
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新 旧 
ことができる。 
（１）納付義務者がその資産について震災、風水害、落雷、火災もしくはこ

れに類する災害を受け、またはその資産を盗まれたとき。 
（２）納付義務者がその事業または業務を廃止し、または休止したとき。 
（３）納付義務者がその事業または業務について甚大な損害を受けたとき。 
（４）前各号に掲げる理由に類する理由があるとき。 

２ 前項の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に徴収猶予を必

要とする理由を証明すべき書類を添付して、区長に提出しなければならない。 
（１）氏名および住所 
（２）納期限または当該保険料の徴収に係る法第７６条の４において準用す

る介護保険法第１３５条第６項の規定による特別徴収対象年金給付（以下

「特別徴収対象年金給付」という。）の支払に係る月 
（３）保険料の額 
（４）徴収猶予を必要とする理由 

れに類する災害を受け、またはその資産を盗まれたとき。 
（２）納付義務者がその事業または業務を廃止し、または休止したとき。 
（３）納付義務者がその事業または業務について甚大な損害を受けたとき。 
（４）前各号に掲げる理由に類する理由があるとき。 

 
 
２ 前項の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に徴収猶予を必

要とする理由を証明すべき書類を添付して、区長に提出しなければならない。 
（１）氏名および住所 
（２）納期限または当該保険料の徴収に係る法第７６条の４において準用す

る介護保険法第１３５条第６項の規定による特別徴収対象年金給付（以下

「特別徴収対象年金給付」という。）の支払に係る月 
（３）保険料の額 
（４）徴収猶予を必要とする理由 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 
 
第２５条 （削除） 

（被保険者証の交付に関する特例） 
第２５条 区の区域内に住所を有するに至つたことにより、被保険者の資格を

取得した者について、被保険者証の交付の求があつた場合においては、区は、

その求があつた日から起算して３カ月を経過するまでの間において当該被保

険者証を交付するものとする。 
第２６条 （略） 第２６条 （略） 
（過料） 
第２７条 区長は、法第９条第１項もしくは第５項の規定による届出をせず、

または虚偽の届出をした者に対し、１０万円以下の過料を科する。 

（過料） 
第２７条 区長は、法第９条第１項もしくは第９項の規定による届出をせず、

もしくは虚偽の届出をし、または同条第３項もしくは第４項の規定により被

保険者証の返還を求められてこれに応じない者に対し、１０万円以下の過料

を科する。 
第２８条～第２９条 （略） 第２８条～第２９条 （略） 

附  則 
第１条～第１０条 （略） 

附  則 
第１条～第１０条 （略） 

付  則  
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新 旧 
１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。 
２ 改正後の第２３条の規定は、令和６年度分の保険料のうち令和６年１２月

以後の期間に係るものおよび令和７年度以後の年度分の保険料について適用

し、令和６年度分の保険料のうち令和６年１１月以前の期間に係るものおよ

び令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
３ この条例の施行の日前にした行為および行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施

行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令（令和６年政令第２６

０号）第９条の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこ

の条例の施行の日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。 
 



別紙２ 国民健康保険法第五十四条の三第４項について 

  

国民健康保険法（以下、「法」という。）より抜粋 

（特別療養費） 

第五十四条の三第４項 （新設） 

４ 市町村及び組合は、第一項又は第二項本文の規定の適用を受けている保険料滞納世帯主等が滞納している保険料を

完納した場合若しくはその者に係る滞納額の著しい減少、災害その他の政令で定める特別の事情があると認められる

場合又はその世帯に属する被保険者が原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者となつた場合において、

これらの場合に該当する世帯主又は組合員の世帯に属する被保険者（当該保険料滞納世帯主等の世帯に属する被保険

者が原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者となつた場合にあつては、当該被保険者に限る。以下この

項及び次項において同じ。）が保険医療機関等から療養を受けたとき、又は指定訪問看護事業者から指定訪問看護を

受けたときは、当該世帯主若しくは組合員の世帯に属する被保険者に対し療養の給付を行い、又は当該世帯主若しく

は組合員に対し入院時食事療養費等を支給する。 

 

 

＜特別療養費とは＞ 

特別の理由なく長期にわたり保険料を滞納する者に対して保険料の納付を促す取組として、被保険者が医療機関で診

療等を受けた際に、いったん医療費の全額を病院等の窓口で支払い、後日申請により保険給付相当額の払い戻しを受け

る制度。 

 

特別療養費については、被保険者資格証明書の交付に代わり、「特別療養費の支給に変更する旨の事前通知」を行う

ことが、法改正により定められた。（法第五十四条の三第３項 新設） 

また、特別療養費の対象となった後、上記の法第五十四条の三第４項の規定に該当した場合は、本来の負担割合に応

じた療養の給付等に変更する旨をあらかじめ通知することが、新たに規定された。(法第五十四条の三第５項 新設) 


